
□　感 田 東 地 区  地 区 計 画　 　 　　 平成18年7月21日決定

地区の
名　称

A地区 B１地区 Ｂ２地区 Ｃ地区 A地区 B１地区 Ｂ２地区 Ｃ地区

地区の面積 約13.7ha 約7.1ha 約0.1ha 約6.8ha

2　畜舎

3　倉庫業を営む倉庫

（1）事務所

3　小学校、幼稚園

備　　　　考 　用語の定義および算定方法については建築基準法及び同法施行令の例による。

かき又は柵を設置する場
合は、原則として出入口
を除き、生け垣又は高さ
が1．2m以下の透視可能
な材料（高さが0.6ｍ以下
の部分は、この限りでは
ない。）で作られたものと
する。

かき又は柵を設置する場
合は、原則として出入口
を除き、生け垣又は高さ
が1．2m以下の透視可能
な材料（高さが0.6ｍ以下
の部分は、この限りでは
ない。）で作られたものと
する。

　かき又は柵を設置する
場合は、原則として出入
口を除き、生け垣又は高
さが1．2m以下の透視可
能な材料（高さが0.6ｍ以
下の部分は、この限りで
はない。）で作られたもの
とする。

　かき又は柵を設置する
場合は、原則として出入
口を除き、生け垣又は高
さが1．2m以下の透視可
能な材料（高さが0.6ｍ以
下の部分は、この限りで
はない。）で作られたもの
とする。

5　近隣住民を対象とした
集会場、公民館でその地
域の良好な環境を害する
おそれがなく、社会教育
的な活動のために設けた
もの

5　3000㎡を超える危険
物の処理・貯蔵施設

6　風俗営業等の規制お
よび業務の適正化等に
関する法律第2条第1項
第5号、第6号および第7
号に規定する業務の用
に供する建築物
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かき又はさ
くの構造の

制　限

6　建築基準法別表二
（と）項第２号、第３号及
び第４号並びに同表（ち）
項第１号、第３号及び第４
号に掲げるもの

1　住宅、共同住宅、寄宿
舎、下宿

7　風俗営業等の規制お
よび業務の適正化等に
関する法律第2条第1項
第1号から第7号に規定
する業務の用に供する建
築物

3　風俗営業等の規制お
よび業務の適正化等に
関する法律第2条第1項
第5号および第6号に規
定する業務の用に供する
建築物

（2）日用品の販売又は日
常サービスを主たる目的
とする店舗

（3）学習塾、華道教室、
囲碁教室その他これらに
類するもの

3　3000㎡以上の物品販
売店舗・飲食店・事務所
その他これらに類するも
の

4　自動車教習場、畜舎

2　住宅で次の用途を兼
ねるもののうち、非住宅
部分の床面積が50㎡以
下かつ建築物の延べ面
積の1/2以下のもの

2　ボーリング場、スケー
ト場、スキー場、水泳場、
ゴルフ練習場、バッティン
グ練習場

1　マージャン屋、パチン
コ屋、射的場、勝馬投票
券販売所その他これらに
類するもの

5　原動機を使用する工
場で作業場の床面積の
合計が50㎡以上のもの

200㎡ － － －

6　巡査派出所、公衆電
話所その他これらに類す
る公益上必要な建築物

7　前各号の建築に附属
するもの

2　自動車教習場、畜舎
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　建築できる建築物は、
次に掲げるものとする。

　次の各号に掲げる建築
物は、建築してはならな
い。

　次の各号に掲げる建築
物は、建築してはならな
い。

4　保育所、診療所

地
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4/10 － － －

地区の
名　称

建築物等の
用途の制限

建築物の容積
率の最高限度

6/10 －

4　個室付浴場業に係る
公衆浴場・ヌードスタジオ
その他これらに類するも
の

－

　次の各号に掲げる建築
物は、建築してはならな
い。

1　マージャン屋、パチン
コ屋、射的場、勝馬投票
券販売所その他これらに
類するもの

1　ボーリング場、スケー
ト場、スキー場、水泳場、
ゴルフ練習場、バッティン
グ練習場

　建築物の外壁または、
これに代わる柱の面まで
の距離の最低限度は隣
地境界線から1.5ｍ以上
とする。

　建築物の外壁または、
これに代わる柱の面まで
の距離の最低限度は隣
地境界線から1.0ｍ以上
とする。

壁面の位置の
制限

　建築物の外壁または、
これに代わる柱の面まで
の距離の最低限度は隣
地境界線から1.0ｍ以上
とする。

　建築物の外壁または、
これに代わる柱の面まで
の距離の最低限度は隣
地境界線から1.0ｍ以上
とする。

建築物等の
高　さ

の最高限度
　地盤面から「10ｍ」

　建築物の外壁または、
これに代わる柱及び屋根
は、彩度の高い色彩及び
蛍光色を禁止し、周辺の
住宅地、商業地と調和し
た景観を形成する色調と
する。

建築物等の形
態又は意匠の

制限

　建築物の外壁または、
これに代わる柱及び屋根
は、周辺の良好な住宅環
境と調和した落ち着きの
ある色調とする。

　建築物の外壁または、
これに代わる柱及び屋根
は、彩度の高い色彩及び
蛍光色を禁止し、周辺の
住宅地、商業地と調和し
た景観を形成する色調と
する。

　建築物の外壁または、
これに代わる柱及び屋根
は、彩度の高い色彩及び
蛍光色を禁止し、周辺の
住宅地、商業地と調和し
た景観を形成する色調と
する。

－ 　地盤面から「10ｍ」

　地盤面から「31ｍ」
　（ただし、広告塔・塔屋
等は除く）


